
足立成和信用金庫 

 

金融円滑化に対する取組み状況について 

（平成２２年３月末現在） 

 

「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（以下「法」

といいます。）」第７条第１項の規定に基づき、当金庫が、法第４条及び５条の規定に基づ

いて対応した措置の状況に関する事項、並びに法第６条の規定に基づき対応した措置に関

する事項を、以下のとおり開示いたします。 

 

Ⅰ．中小企業者および住宅資金借入者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった

場合における対応措置の実施に関する方針の概要 

   当金庫が金融円滑化に対し取組む基本的な態勢を、「金融円滑化管理方針」として制

定しております。 

   詳細につきましては、別添資料（金融円滑化管理方針）をご覧ください。 

 

Ⅱ．中小企業者および住宅資金借入者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった

場合における対応措置の状況を適切に把握するための体制の概要 

  １．体制整備について 

   (1) 当金庫は、融資部担当理事を金融円滑化管理責任者、融資部長を金融円滑化管

理統括者、営業店の店長を金融円滑化責任者、営業店の融資担当役席を金融円

滑化担当者に任命し、地域の中小企業者及び個人取引先からの融資に関する条

件変更等のご要望や各種のご相談に対し、積極的に取組む体制としております。 

   (2) 各営業店に、「金融円滑化管理方針」「金融円滑化管理規定」「金融円滑化マニ

ュアル」等を備え付け、当金庫の金融円滑化への取組み状況を開示する体制と

しております。なお、「地域金融円滑化に向けた態勢強化について（金融円滑化

管理方針）」をホームページにおいて開示しております。 

   (3) お客さまから債権の弁済にかかる負担の軽減などのご相談やお申込みがあっ

た場合には、お客さまのご要望に対して迅速に対応できる体制としております。 

  ２．記録及び報告について 

   (1) 営業店は、お客さまから債権の弁済にかかる負担の軽減などのご相談やお申込

みがあった場合、全ての案件に対し「貸出条件の変更等管理シート」を作成す

るとともに、店長及び本部金融円滑化担当部署まで報告を行い、営業店と本部

が情報を共有する体制としております。 



   (2) 金融円滑化の主管部署である融資部企業支援グループは、貸出条件の変更等管

理シートを基に、条件変更などの実施状況を集計し、金融円滑化管理責任者に

報告する体制としております。 

      金融円滑化管理責任者は、定期的にまたは必要に応じて随時、理事会、常勤

役員会及び監事等に対して、金融円滑化関連情報及び金融円滑化管理の状況に

ついて報告を行う体制としております。 

   (3) 金融円滑化管理責任者は、関係業務部門及び営業店などから報告を受けた情報

や理事会、常勤役員会及び監事等に対して報告を行った情報のうち、適切な金

融円滑化管理の実施にあたって必要と判断したものについては、関係業務部門

及び営業店などに対して還元し、情報を共有する体制としております。 

 

Ⅲ．中小企業者および住宅資金借入者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった

場合における対応措置に係る苦情相談を適切に行うための体制の概要 

  １．営業店における対応について 

    金融円滑化責任者及び金融円滑化担当者は、業況の変化や資金繰り、収入状況の

変化など、お客さまが抱えている問題や課題を十分に把握した上で、経営再建計画

の策定支援や経営指導に積極的に取組む体制としております。 

    また、苦情に対しては「顧客経営支援・苦情サポート報告書」を作成するととも

に本部関係部署へ報告し、営業店と本部が情報を共有する体制としております。 

  ２．本部における対応について 

    貸出条件の変更などにかかる苦情やお問い合わせの専用フリーダイヤルを設置し、

お客さまからのご要望に対し、迅速に対応できる体制としております。 

    また、経営再建計画や経営指導のご要望に対しては、専門部署である企業支援グ

ループが営業店とともに積極的に取組む体制としております。 

 

Ⅳ．中小企業者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった場合における対応措置

をとった後において、当該措置に係る中小企業者の事業についての改善又は再生のため

の支援を適切に行うための体制の概要 

   貸付条件の変更のご相談やお申し込み時点において、お客さまから事業見通しなど 

をうかがい、経営改善が必要となるお客さまについては、経営改善計画書策定のため 

の助言などを行っております。 

   また、必要に応じて、お客さまとともに経営改善計画書を策定していく体制として 

おります。 

 



Ⅴ．中小企業者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった場合における対応措置 

の実施状況 

   別表１～４をご覧ください。 

  （別表１）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額〔債務者が中小企業

者である場合〕 

  （別表２）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数〔債務者が中小企業

者である場合〕 

  （別表３）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額〔債務者が中小企業

者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有する場合〕 

  （別表４）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数〔債務者が中小企業

者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有する場合〕 

 

Ⅵ．住宅資金借入者から債務の弁済に係る負担の軽減の申込みがあった場合における対応 

措置の実施状況 

別表５～６をご覧ください。 

  （別表５）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額 

  （別表６）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数 

                                     以 上 



                                 平成 22 年 2 月 1 日 

金融円滑化管理方針 

                                     足立成和信用金庫 

 

 当金庫は、地域の健全な事業を営む事業者及び個人に対して必要な資金を円滑に供給していくこと、

並びに地域の事業者の経営相談・経営指導及び経営改善に関するきめ細かな支援に取り組むことは、

当金庫の最も重要な役割の一つであると認識し、適切なリスク管理の下、金融仲介機能を積極的に発

揮していくため、金融円滑化に係る基本方針を以下に定め、役職員に周知徹底するとともに金庫の体

制整備を進め、これまで同様に地域金融の円滑化に真摯に取組みます。 

 

１．金融円滑化に係る基本 

（１）顧客の与信取引（貸付契約及びこれに伴う担保・保証契約、貸付条件の変更等）の申込みに対

しては、顧客の経営実態等を踏まえて、適切な審査を行います。 

（２）顧客に対し、経営相談・経営指導及び経営改善に向けた取組みに関する適切な支援を行います。 

（３）顧客の与信取引の相談・申込みに対し、顧客に対する説明を適切かつ十分に行います。 

（４）顧客からの与信取引に係る問い合わせ、要望及び苦情相談に適切に対応します。 

（５）（１）～（４）の取組みを実効的に進めるため、顧客への与信取引に係る必要な役職員の目利き

能力の向上に努めます。 

（６）その他与信取引に関して、地域金融の円滑化を推進するために必要な施策を適切に行います。 

 

２．金融円滑化を図るための体制 

   当金庫は、上記の基本方針に基づき金融円滑化管理に関する組織体制を整備し、金融円滑化へ

の取組みの実効性を高めます。 

（１）金融円滑化に係る本部担当部署を融資部とし、組織横断的に情報の共有化を図るとともに関連

部署や営業店のモニタリングを行い、金融円滑化への取組みについて分析や検討を行います。 

（２）金融円滑化管理責任者を融資部担当理事とし、金融円滑化管理統括者を融資部長とし適切な金

融円滑化の取組みが行えるよう必要な体制を整備し、取組状況等の分析結果をもとに随時関連

部署や営業店を指導します。また、金融円滑化への取組みにおいて顧客の利益が著しく阻害さ

れる事案については改善のための適切な対応を行います。 

 

３．金融円滑化に関するご相談窓口について 

営業店は、金融円滑化責任者を支店長、金融円滑化担当者を融資担当役席として、顧客からの相 

談、要望及苦情への対応を適切に実施します。また、本部の融資部・企業支援グループに専用窓 

口を設置して、顧客からの相談、要望及び苦情への対応を適切に実施します。 

 

 

 



第５　法第４条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表１)　貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額

〔債務者が中小企業者である場合〕

(単位:百万円)

1,357 9,183

191 3,233

うち、謝絶に係る貸付債権の額
0 16

321 1,548

0 0

366 3,188

0 43

476 1,125

0 27
うち、取下げに係る貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の額

うち、信用保誼協会等による債務の保証を受けていなかった
貸付債権の額

うち.信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債
権の額

うち、謝絶に係る貸付債権の額

うち、信用保証協会等が債務の保証を応諾する
旨の判断を示した貸付債権の額 0 7

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額

うち、審査中の貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の額

843 4,385

うち.信用保証協会が条件変更対応保証を応諾
する旨の判断を示した貸付債権の額 0 0

うち.信用保証協会が条件変更対応保証を応諾
する旨の判断を示した貸付債権の額 0 0

513 4,797

平成21年
12月末

平成22年
3月末

うち.審査中の貸付偵権の額

うち、取下げに係る貸付債権の額

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末



第５　法第４条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表２)　貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

〔債務者が中小企業者である場合〕

(単位:件)

171 786

21 119

0 1

19 50

0 0

56 437

0 9

75 165

0 5

うち、謝絶に係る貸付債権の数

3

うち.信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債
権の数 131 616

うち、実行に係る貸付債権の数

うち、謝絶に係る貸付債権の数

うち、信用保証協会等が債務の保証を応諾する
旨の判断を示した貸付債権の数 0

うち、審査中の貸付債権の数

うち、取下げに係る貸付債権の数

うち.審査中の貸付偵権の数

うち、取下げに係る貸付債権の数

うち.信用保証協会が条件変更対応保証を応諾
する旨の判断を示した貸付債権の数 0 0

うち、実行に係る貸付債権の数

うち.信用保証協会が条件変更対応保証を応諾
する旨の判断を示した貸付債権の数 0 0

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

うち、信用保誼協会等による債務の保証を受けていなかった
貸付債権の数 40 170

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末



第５　法第４条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表3)貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額

〔債務者が中小企業者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有する場合〕

(単位:百万円）

82 690

0 0

139 184

0 0

信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった
貸付債権に係る債務者のうち他の金融機関に対しても
法の施行日以後に貸付けの条件の変更等の申込みが
行われたことを確認することができた者から、貸付けの
条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額

うち、実行に係る貸付債権の額

うち、謝絶に係る貸付債権の額

0

うち、審査中の貸付債権の額

うち.取下げに係る貸付債権の額

うち、他の金融機関により法の施行日以
後になされた貸付けの条件の変更等の実
行を認識していた場合の貸付債権の額

うち、信用保証協会が条件変更対応保証
を応諾する旨の判断を示した貸付債権の
額 0 0

0

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

221 875

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末



第５　法第４条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表4)貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

〔債務者が中小企業者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有する場合〕

(単位：件)

2 27

0 0

9 12

0 0

信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった
貸付債権に係る債務者のうち他の金融機関に対しても
法の施行日以後に貸付けの条件の変更等の申込みが
行われたことを確認することができた者から、貸付けの
条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

うち、実行に係る貸付債権の数

うち、謝絶に係る貸付債権の数

0

うち、審査中の貸付債権の数

うち、取下げに係る貸付債権の数

うち、他の金融機関により法の施行日以
後になされた貸付けの条件の変更等の実
行を認識していた場合の貸付債権の数

うち、信用保証協会が条件変更対応保証
を応諾する旨の判断を示した貸付債権の
数 0 0

0

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

11 39

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末



第６　法第５条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表5)　貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額

〔債務者が住宅資金借入者である場合〕

(単位:百万円)

うち、実行に係る貸付債権の額

56 303

うち、謝絶に係る貸付債権の額

0 86

うち、審査中の貸付債権の額

147 238

うち.取下げに係る貸付債権の額

0 8

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付
債権の額

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

203 637

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末



第６　法第５条に基づく措置の実施状況 修　正　後

(別表6)　貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

〔債務者が住宅資金借入者である場合〕

(単位:件)

うち、実行に係る貸付債権の数

3 16

うち、謝絶に係る貸付債権の数

0 3

うち、審査中の貸付債権の数

7 14

うち、取下げに係る貸付債権の数

0 1

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付
債権の数

平成23年
3月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

10 34

平成21年
12月末

平成22年
3月末

平成22年
6月末

平成22年
9月末

平成22年
12月末




